
伊賀市インターネットを介した人権侵害のない社会づくり条例（案） 

 

インターネットによるコミュニケーションによって、人生が豊かになる一方で、デジタル

技術を悪用した人権侵害が、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）やメッセージ

ングアプリ、ゲームアプリ、携帯電話上でのやり取りなどで起きています。他の人を怖がら

せたり、怒らせたり、恥をかかせたりすることを目的として繰り返される行動が、誹謗中傷

となり、差別を助長し人権侵害に及んでいます。その使い方や投稿の表現等によって、人権

が侵害され、誹謗中傷等で心が傷つき壊れ、最悪の場合自ら命を絶ってしまう事態を招くこ

とが現代社会の問題の一つとして認知されています。 

このようなことから、インターネット上の誹謗中傷等をはじめとする人権を侵害する投稿

や発信を社会全体の仕組みの中で無くしていくことが重要であり、市民一人ひとりが加害者

とならない意識をもち、市民の誰もが被害に遭わないよう、命の尊さや人間の尊厳を認識し、

全ての人の人権が尊重される心豊かなインターネット社会を創り続けていくことが大切で

す。 

第４次伊賀市人権施策総合計画が令和５年度から令和９年度までの５か年計画で策定さ

れましたが、特にインターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害を防止するための施策を

推進し、インターネットによる被害から全ての市民を保護し、次世代に豊かな社会を継承す

るために、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、インターネット上の誹謗中傷等の人権侵害を防止し、市民の誰もが加

害者にも被害者にもならないよう、市及び議会の責務並びに市民の役割を明らかにすると

ともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、インターネットを介した人権侵

害のない社会づくりを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴ 市民 伊賀市自治基本条例（平成16年伊賀市条例第293号）第２条第１号に規定す

る市民をいう。 

⑵ 誹謗中傷等 インターネット上において、誹謗中傷、プライバシーの侵害、不当な差

別的言動等による権利を侵害する情報（以下「侵害情報」という。）、侵害情報に該当す



る可能性のある情報又は侵害情報には該当しないが著しく心理的、身体的若しくは経済

的な負担を強いる情報を発信し、又は拡散することをいう。 

⑶ 被害者 誹謗中傷等により平穏な日常生活又は経済活動等を害された者をいう。 

⑷ 行為者 誹謗中傷等により被害者を発生させた者をいう。 

⑸ インターネットリテラシー インターネットの利便性、危険性並びに基本的なルール

及びマナーを理解し、インターネット上の情報を正しく取捨選択し、情報を適正に発信

し、並びにインターネット上のトラブルを回避して、インターネットの特性を正しく活

用する能力をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、行為者及び被害者を発生させないための施策、被害者を支援するための施策

並びに行為者が再び誹謗中傷等を行うことを抑制するための施策を実施するものとする。 

（議会の責務） 

第４条 議会及び議員は、この条例の趣旨に則り、不断の研鑽によりインターネットリテラ

シーの向上に努め、市民の範となって活動し、及び行動するものとする。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、自らが行為者となることがないよう、インターネットリテラシーの向上に

努めるとともに、被害者が置かれている状況及び被害者の支援の必要性についての理解を

深めるよう努めるものとする。 

（連携協力） 

第６条 市は、第３条の施策を円滑に実施するため、国、三重県、関係市町村、各種団体そ

の他関係機関と連携協力を図らなければならない。 

（基本的施策） 

第７条 市は、次に掲げる施策に取り組むものとする。 

⑴ 市民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシーの向上に資する施策 

⑵ 被害者の心理的負担の軽減等に関する相談支援体制の整備 

⑶ 行為者の誹謗中傷等を抑制するための相談支援体制の整備 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要な施策 

（インターネットリテラシーの向上） 

第８条 市は、市民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシーを学ぶ機会を提供す

るため、研修会、講演会等の開催のほか、教材等の紹介、情報提供等必要な施策を実施す



るものとする。 

２ 市は、青少年（三重県青少年健全育成条例（昭和46年三重県条例第62号）第３条第１

号に規定する青少年をいう。）に対する前項の施策を実施するに当たっては、学校教育と

連携して取り組むとともに、就学前からの学びについて保護者の理解を得ながら取り組む

よう努めるものとする。 

（被害者等の相談支援体制） 

第９条 市は、被害者及びその関係者（以下「被害者等」という。）の不安、被害者等に生じ

た不利益等を自分ごとと認識した上で解消し、及び被害者等が抱える心理的負担の軽減等

を図るため、伊賀市人権相談総合窓口を設置し、相談支援体制を整備するものとし、次に

掲げる事項を行うものとする。 

⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

⑵ 専門的知識を有する機関の紹介 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者等の相談対応として必要な事項 

２ 市は、前項の相談支援体制の整備に当たっては、相談をする者が安心して話しやすく、

相談しやすい環境づくりに努めるものとする。 

（行為者等の相談支援体制） 

第 10 条 市は、行為者による誹謗中傷等を抑制するため、前条第１項に規定する伊賀市人

権相談総合窓口内に行為者及びその関係者（以下「行為者等」という。）の相談支援体制

を整備するものとし、次に掲げる事項を行うものとする。 

⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

⑵ 専門的知識を有する機関の紹介 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、行為者等の相談対応として必要な事項 

２ 市は、前項の相談支援体制の整備に当たっては、相談をする者が安心して話しやすく、

相談しやすい環境づくりに努めるものとする。 

３ 市は、行為者等のほか自ら発信したインターネット上の情報に関して不安を抱える者の

相談に応じるものとする。 

 （削除の要請等） 

第 11 条 市は、インターネット上において、特定の市民若しくは当該市民により構成され

る集団又は市内の特定の地域に関する侵害情報があることが明らかであり、当該侵害情報

による被害者等からの申出があったときその他必要があると認めるときは、特定電気通信



役務提供者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関す

る法律（平成13年法律第137号）第２条第３号に規定する特定電気通信役務提供者をい

う。）に当該侵害情報の削除を要請し、又は国その他関係機関に当該侵害情報の通報を行

うことができる。 

（市民への啓発） 

第 12 条 市は、この条例の趣旨に則り、インターネット上の誹謗中傷等の人権侵害の問題

に関する市民の理解を深めるため、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

 （施策の報告及び公表） 

第 13 条 市長は、第７条各号に掲げる施策の取り組み状況について、議会に報告するとと

もに市民に公表するものとする。 

（財政上の措置） 

第 14 条 市は、第１条の目的を達成するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

（委任） 

第 15 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



 

【参考資料】逐条解説、イメージ図 
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伊賀市インターネットを介した人権侵害のない社会づくり条例の制定について 

 

１ 条例制定にあたり  

  今回新たに制定しようとする「伊賀市インターネットを介した人権侵害の 

ない社会づくり条例」は、インターネット上の誹謗中傷等による人権侵害を 

防止し、市民の誰もが加害者にも被害者にもならないようにし、ひいては人 

権侵害のない社会の構築をめざすものです。 

 

 

２ 条例の主な内容（解説）  

 前文 インターネットによるコミュニケーションは、発信者の意図に関わらず、見

た人の受け取り方によって、良くも悪くも変化します。また、インターネット

の特性である発信者の匿名性を利用して、他人への誹謗中傷等が容易に行えて

しまいます。また、他人の投稿を再投稿（いいね！・リポストなど）すること

についても、自分では他人を傷つける投稿だと感じなくても、受け取る人の属

性によっては、日常的な差別や偏見の現れ方と捉えられることで、中傷につな

がることもあります。 

このように、市民の誰もが被害者にも加害者にもならないために、インター

ネットの特性を理解し、また、その有用性を正しく活用できるよう、インター

ネットリテラシー（第２条で定義）の向上を図るとともに、万が一被害者や加

害者が生じた場合には、問題点を整理した上で被害者の救済や行為者の支援を

行うなど、必要な施策を講じることにより全ての人の人権が尊重される心豊か

なインターネット社会を創り続けていくことを目的に、人権尊重都市を宣言し

ている伊賀市として条例を制定することを示しています。 

 

第１条 条例の目的を「インターネットを介した人権侵害のない社会づくり 

の推進」であることを明らかにしています。 

 

第３条・市民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシーの向上を図 

    ります。 

・相談内容に応じた情報の提供、助言、専門機関の紹介等、安心して 

 相談できる環境を整えます。 

・被害者の心理的負担軽減への支援、行為者の誹謗中傷等発信抑制に 

 つながる対応を行います。 

 

 第４条 議会及び議員が、本条例の趣旨を理解し、市民の模範となるよう行動 



    することを定めています。 

 

第５条 本条例の目的である「インターネットを介した人権侵害のない社会づ 

   くりを推進」するためには、市民一人ひとりがインターネットの基本的な 

ルールを理解し、適正な情報の発信などインターネットを正しく活用する

ことができる能力を取得することが必要になります。 

 

第６条・総務省や法務省、三重県のほか、教育機関、民間機関、経済団体、 

地域コミュニティ等、それぞれの課題に応じて取組を進めている関系 

機関と連携協力を図ります。 

・関係自治体と侵害情報の調査、モニタリングの協力を図ります。 

 

第７条 目的を達成するための施策として、市民の年齢や発達段階・立場等に応 

   じた教育や啓発を行います。 

また、インターネットを介した誹謗中傷等による被害者のケアや被害の

救済、フォローなどを行うための相談体制の整備を行います。 

    一方で、自分自身の投稿などが人を傷つけたことによる不安に真摯に寄

り添い、不安の解消や必要な教育や啓発などを行うため、行為者等の相談体

制も併せて整備することを掲げています。 

 

 第８条 インターネットリテラシーの向上のため、特に第２項において、子ども 

のうちからインターネットの正しい知識とルールに基づいて活用できるよ

う、青少年に対する取り組みと、保護者への理解の増進や、子どものイン

ターネットの利活用に関する協力を要請する取り組みについて掲げていま

す。 

 

 第９条・学校をはじめ、様々な機関に寄せられた相談について、その情報を集約 

第 10 条 する総合窓口を設け、問題の解決を図ります。 

・総合窓口は、インターネット上のトラブルや悩みを広く受け付け、被害者

及び行為者やその家族、友人など関係者が安心して相談できる窓口とし、

相談手段については専用ダイヤルやメール、面談のほか、インターネット

フォームやＳＮＳの活用なども考慮します。 

・被害者を発生させた者やその関係者だけでなく、インターネット上の侵害

情報を拡散、シェアしてしまった方、自らが発信した情報が侵害情報に該

当するかどうか不安を抱える方などからの相談にも対応します。 

・相談の結果、必要に応じて、弁護士や精神保健福祉士等の専門的知識や経

験を有する機関につなぐなど、迅速かつ継続的な支援を行います。 

 



第 11 条 市はインターネット上の侵害情報について、侵害情報による被害者か 

らの申出があった場合だけでなく、明らかに侵害情報であることを発見 

した場合において、必要と認めるときは、プロバイダ事業者や法務局に対

し当該侵害情報の削除を要請することができることとします。 

 

第 12 条 広報紙での啓発のほか、ホームページやＳＮＳ等を活用し、インター 

ネット利用者に直接訴えかけることができるよう啓発手法を工夫します。 

 

第 13 条 インターネット上の誹謗中傷等に関する問題は、直ちに解決するもの 

ではなく、市民を含めて関係機関が一丸となって取り組むべき問題であ 

るため、その取り組み状況を共有します。 

 

第 14 条 施策を具体的に進めるに当たって、必要となる予算措置を講じるよう 

努めます。 

 

 

３ 制定に向けて  

  令和５年伊賀市議会定例会 令和６年２月定例月会議に条例案を提出する予定 

です。 

  可決されましたら、令和６年４月１日から施行する予定です。 

 

 



インターネットを介した人権侵害のない社会づくり条例
に基づく相談支援体制（イメージ図）
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